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法 令 アメリカ法典 対 象 対抗措置発動の基準 対 応 所轄機関
公正貿易法201粂(エスケープ.クローズ)不公正貿易法3 2251ー225441_4201303.167ト1671h輸入増加貿易協定違反やアメ リ 輸入増加が被害の実質的な原因である場A口アメリカの通商に被 関税,数量規制,関税率割当,市場秩序維持協定,貿易調整援助制裁措置を梅げっ 大統領(ⅠTC勧告)USTRによる調査.対(不公正貿易)7 カの貿易に被害を及ぼ 害をもたらしている つあらゆる適切か 抗措置 大統領の特別なす外国の慣行製造,生産,輸出に対する 不当 ,不合理な,または差別的な慣行実質的な被害または 実行可能な行動補助金額に相当す 指示がない限り)ⅠTCによる被害の決定
(補助金付輸入)731条 1675ー1677k3_ 補励金生産 コス トまたは外国 実質的な被害の脅威または る関税の賦課ダンピング額に相 ⅠTAによる補助金の決定C 被害の決定
































































































































































































































































アンチダンピング 相殺関税 エスケ⊥プ条項 301条
1980 21 ユ4 2 0
1981 15 22 1 10
1982 65 140 3 7
1983 46 22 0 7
1984 74 51 7＼ ･2
1985 66 43 ● 4 5
1986 71 27 1 6
1987 15 8 0 5
1988 42 ll 1 7.
1989 29 7 0 9














































表3 商務省 (DOC)と国隙喪易委員会 (lTC)によるアンチダンピング提訴に対する決定
1980-84年 1985-88年 1989-92年 1980-92年(合計)
ⅠTCの被害に関する仮決定(肯定) 79(63%) 134(83%) 126(72%) 339(73%)
ⅠTCの被害に関する仮決定(否定) 46(37%) 28(17%) 49(28%) 123(27%)
DOCのダンピングに関する最終決定(肯定) 70(89%) 123(92%) 122(97%) 315(93%)
DOCのダンピングに関する最終決定(否定) 9(11%) ll(8%) 4(3%) 24(7%)
ⅠTCの被害に関する最終決定(肯定) 47(67%) 88(72%) 72(59%) 207(66%)






























表4 商務省 (DOC)と国際貿易委員会 (什C)による相殺関税提訴に対する決定
1980-84年 1985-88年 1989-92年 1980-92年(合計)
ⅠTCの被害に関する仮決定(肯定) 93(63%) 50(83%) 19(70%) 162(69%)
ⅠTC.の被害に関する仮決定(否定) 54(37%) 10(17%) 8(30%) 72(31%)
DOCの補助金に関する最終決定(肯定) 85(91%) 41(82%) 13(68%)､ 139(86%)
DOCの補助金に関する最終決定(否定) 8(9%) 9(18%) 6(32%) 23(14%)
ⅠTCの被害に関する最終決定(肯定) 27(32%) 25(61%) 8(62%) 60(43%)













































表5 301集の国別 ･タイプ別調査件数 (1975年～92年4月)
115
対象国 件数く1) タイプ





















2(1) 1 (1)0 1.5(1.5)
3(2) 4(4)












































けた1974年通商法は不公正貿易を対象とする301条を導入 した. ここに同じく ｢不公正貿易｣
を対象にするが,従来の輸入増加から国内産業を救済する貿易匡正措置から貿易相手国の市揚
開放に応じて自国市場を開放してゆくという相互主義への転換があった.また,上記の ｢トレー
ドオフ｣問題の処理のためにエスケープクローズの発動要件を緩和し,業界からの不満に対応
しようとした.
第3に,1980年代前半のドル高とアメリカ産業の国際競争力の低下のもとで,組織労働者に
加えて増加する輸入に競合する一部の大企業も ｢公正貿易｣を主張し,貿易匡正法に訴えるよ
うになった.そこで議会は301条による制裁措置の発動をいっそう起動的にするため,大統領
の裁量弱化を図って1988年包括通商 ･競争力法を成立させた. また貿易自由化を後方支援す
るはずだった貿易調整援助プログラムは,労働者への所得補償としても,企業の事業転換策と■l
しても,その所期の役割を果たしていないことが明らかになった.そこで,かの ｢トレードオ
フ｣問題の解決のために政府介入による直接的な競争力強化策が指向されるに至っている.
第4に,1980年代には民間企業や労働団体が貿易匡正法を ｢準司法的な規制手続｣というよ
りも貿易相手国との通商交渉の手段と利用する傾向が強くなった.さらに1980年代後半に至る
とUSTRも301条を貿易相手国の市場開放のための交渉手段として積極的に使うようになり,
通商問題の政治問題化が進んでいる.また,エスケープクローズ以外の貿易匡正法は何れも特定
貿易財,あるいは慣行 ･制度 ･法律が提訴対象なので,どうしても2国間の政治的問題になり
がちであり,ここから貿易 ･投資摩擦が頻発するのである.
